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要　　　旨 　本稿の目的は、岩手沿岸市町村の6年間、すなわち2011年度から16年度までの震災対応財
政を対象にして、主に土地利用関連事業の実態を明らかにすることである。岩手沿岸市町
村のうち陸前高田市、大槌町、宮古市の財政の全体像を分析した結果、とりわけ区画整理
事業と防集事業は巨額にのぼり、事業期間も長期にわたることが定量的に確認できた。両
事業の財政構造の分析から、事業変更等に応じて財政上の対応も変えており、区画整理事
業では市町単独経費とその財源としての復興基金等の存在が明らかになった。

キーワード 　復興、土地利用、土地区画整理事業、防災集団移転促進事業、復興交付金

1．はじめに
東日本大震災からの復旧・復興にかかる地方財

政の研究は、国と自治体の財政関係や自治体の財
政運営の側面からアプローチされることが多い

（桒田2016a、宮入2013など）。これは地方財政の
優れた先行研究を摂取していることにほかならな
い。そして、具体的には政策面、制度面などいく
つかの分析領域があげられるが、これらを「縦」
とすれば、「横」として構造面があげられ、相互
の関係が重視されている。こうした縦と横の分析
は自治体間で共通する統計等の制約を受けたり、
個別性の強い特徴がみられたりするほど、自治体
のケーススタディおよびその積み重ねが重要な意
義を持つことになる。

先行研究では民生関連経費（生活再建支援）や
産業関連経費（産業再建支援）はある程度詳細に
分析されているのに対して、土地利用関連事業に
関する分析はほとんどない。ここで土地利用関連
事業とは、復旧・復興のための土地区画整理事業

（以下、区画整理事業）、防災集団移転促進事業（以
下、防集事業）、津波復興拠点整備事業（以下、
拠点整備事業）、漁業集落防災機能強化事業（以下、
漁集事業）の総称とする。土地利用関連事業は地

域の生活や生産に大きな影響を与える土地利用を
決定づけるインフラ事業（面的整備）である。

土地利用関連事業のうち区画整理事業とは、道
路、公園、河川等の公共施設を整備、改善し、土
地の区画を整え、宅地の利用の増進を図る事業で
ある。それは個人にとって最大の財産である土地
や建物を対象とし、その縮小（減歩）や移動（換地）
が求められる代わりに、地権者の同意が必要とな
る。防集事業とは、市町村の指定による災害危険
区域等のうち、住民の居住に適当でないと認めら
れる区域内にある住居の集団的移転を促進するた
め、当該市町村に対し、事業費の一部補助を行い、
防災推進を図る事業である。市町村は、移転促進
区域の設定、住宅団地の整備、移転者に対する助
成等について国土交通大臣と協議し、その同意を
得て、事業計画を定める必要がある。拠点整備事
業とは、復興の拠点となる市街地（一団地の津波
防災拠点市街地形成施設）を用地買収方式により
緊急に整備する事業である。漁集事業とは、被災
地の漁業集落における地盤嵩上げや、排水施設、
集落道等の生活基盤の整備などからなり、防災に
限らず、生活環境の改善も目的とする事業である。

本稿の目的は、岩手沿岸市町村の6年間、すな
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わち2011年度から16年度までの震災対応財政を対
象にして、主として土地利用関連事業の実態を明
らかにすることである。

ここでは陸前高田市の高田地区と今泉地区の区
画整理事業、大槌町の町方地区と赤浜地区の区画
整理事業、防集事業、宮古市の田老地区の区画整
理事業、防集事業をケーススタディの対象とする。
高田地区、今泉地区と町方地区は各市町の中心市
街地であったが、壊滅的な被害を受けた。平地が
非常に狭いことでも共通している。赤浜地区と田
老地区（三王団地）も被害や地形の点で共通する
が、それらを加えることによって、事業の規模や
構造の違いが鮮明になり、これを通して特徴や問
題などがクリアになると考えられる。

2．陸前高田市、大槌町、宮古市の財政の全
体像
（1）震災対応財政に関する統計
自治体の震災対応財政の構造について全国、東

北、岩手の共通の統計として把握しようとすれば、
地方財政状況調査表データ（総務省ホームページ）
のなかの復旧・復興事業経費があげられる。また、
復旧・復興事業を含む経費全体で把握することも
可能、かつ有効である。これは復旧・復興事業経
費と言っても、その定義付けは明確ではなく、そ
れ以外の通常対応との一体的な関係が不可欠とな
ることによる。ただし、いずれにしても会計区分
は最も大きな区分である「款」と、それを構成す
る「項」にとどまり、さらに「項」は共通とはい
え少数の区分で、数値のみの表示であることから、
共通、個別の財政運営の特徴は、その範囲でしか
読み取ることはできない。そして、表示しにくい
いわゆる「その他」がその他という位置付けにな
らないほど重要になることがある。

こうした統計の把握方法に対して、各自治体に
おいて各年度の歳入歳出決算書および決算に係る
主要な施策の成果に関する実績報告書（呼び方は
自治体によって異なる）を入手すれば、一般、特
別の両会計を対象に「款」と「項」に加えて、「項」
を構成する「目」、「目」を構成する「節」、さら

に「備考（細節）」まで把握することができる。
また、情報公開請求を行わなくても震災対応分（復
旧・復興事業）を把握することができる場合もあ
る。歳入歳出決算書では個別経費・事業の名称お
よび金額まで、さらに、実績報告書では主要な事
業の内容や成果などまで記述されているので、地
方財政状況調査表データとは比較にならないほど
詳細を把握することができる。なお、歳入歳出決
算書でさえもホームページで公開している自治体
はごく少数である。

これに対して土地利用関連事業に着目すれば、
たとえばどの実施自治体においても、防集事業の
場合、それは用地買収や移転補償などさまざまな
事業で構成されている。そして、それらは各年度
の歳入歳出決算書で「目」ごと、「備考」ごとに
整理されている。「備考」で主要な事業とその構
成事業が簡潔に記述されている場合もある（事業
別表示）。実績報告書では「備考」の記載方法に
関係なく、主要な事業とその構成事業などが詳細
に記述されている。しかし、事業実施地区ごとの
2011年度から16年度までの各事業の成果、支出お
よび財源、さらに、事業完了年度までの収支計画

（資金計画）まで踏み込まなければ、まとまった
形で、かつ正確に把握することは困難である。し
たがって、事業課から関連資料を提供していただ
き、加工しなければならない。

本稿では陸前高田市、大槌町、宮古市の2011年
度から15年度までの歳入歳出決算書および実績報
告書を入手したので、それらにもとづき各市町の
財政の全体像から分析していく。土地利用関連事
業のケーススタディを行ううえで、3市町を取り
上げ、その財政の全体像を分析しておくことは最
も妥当であると考えられる。これにより復旧・復
興事業の展開が時系列で財源と支出の関係、支出
の費目間の関係などさまざまな関係から把握する
ことができる。そして、以上の作業は、岩手沿岸
市町村財政の全体にわたる詳細な分析がほとんど
ないことから重要な意義を持つ。なお、2016年度
の歳入歳出決算書と実績報告書は執筆時点では未
発行である。
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（2）陸前高田市
1）一般会計・目的別歳出
目的別歳出（決算）の構造は表1のとおりである。

歳出総額は震災後に急増し、2013年度は10年度に
比して10倍超の規模になっている。宮古市、大槌
町とともに通常対応分はほとんど変動していない
ので、震災対応分の影響である。

民生費は2011年度に急増しているが、これは災
害救助費、とくに災害弔慰金等給付事業費による。
衛生費は2013年度まで増大し続けているが、これ
は災害廃棄物処理事業であり、処理スピードは
年々増していった。

土木費が2012年度以降、非常に大きな比重を占
めており、その半分超は都市計画費（項）である。
都市計画費では当初、積立金の規模が大きく、
2012年度には約400億円に及んだが、区画整理事
業や防集事業が代わって増大し、事業の本格化（住
宅等の用地造成）に伴いそれぞれで年間100億円
を超えることもある。両ハード事業は高止まりし
ているが、2013年度には公有財産購入費だけで77
億円に及び、取得筆数は1,953件となった。

総務費が2013年度以降、高い水準となっている
が、これは積立金の増大による。2014年度には東
日本大震災復興関連基金積立金だけで342億円で
あった。

農林水産業費が2012年度～ 14年度に増大してい
るが、これは水産業費の影響が大きい、水産業費
の多くは漁業協同組合（以下、漁協）や水産加工
会社に対する高率の補助金であり、施設や設備な
どの復旧が対象になっている。

災害復旧費も増えているが、2015年度に急増し
ている。これは主に漁港施設や漁港海岸施設の復
旧、漁港施設機能強化を目的としたものである。
なお、災害復旧費の対象は農業用施設（ため池、
農道）、林業施設（林道）、漁港、海岸施設、道路、
橋梁、保育所、小中学校、斎苑、コミュニティホー
ル、公民館、消防団拠点施設（消防屯所）、防災
行政無線、消防防災センター、消防救急通信設備
など多岐にわたる。

2）性質別歳出
主な財政指標をみると、予算現額からみた歳出

（総額）の執行率は2011年度78.6％、12年度74.9％、
13年度77.8％、14年度78.5％、15年度67.0％で、震
災後に大きく低下し、15年度に70％を割っている。
経常収支比率は2011年度108.8％（115.9％）、12年
度99.4％（105.7％）、13年度85.8％（91.3％）、14年
度80.3％（84.7％）、15年度86.8％（91.3％）で、大
きく改善されている（カッコの比率は臨時財政対
策債を除いたもの）。実質公債費比率は2011年度

表1　陸前高田市の一般会計・目的別歳出表1　陸前高田市の一般会計・目的別歳出

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
総務費
民生費
衛生費
労働費
農林水産業費

うち水産業費
商工費
土木費
うち都市計画費
教育費
災害復旧費
公債費
その他

合計
（注）2010年度決算で主な歳出をみると、総務費は14.2億円、民生費は31.4億円、衛生費は6.4億円、農林水産業費は8.1億円、

土木費は14.0億円、災害復旧費は0.6億円、公債費は17.7億円、合計は116.4億円である。

（出所）陸前高田市歳入歳出決算書（各年度分）より筆者作成。

（金額：万円、構成比：％）

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度
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3）歳入
歳入（決算）の構造は表4のとおりである。歳

入総額も東日本大震災以降、急増しており、これ
は大震災からの復興にあたって初めて創設された
復興交付金をはじめ震災対応のための国の財政措
置を主な要因とする。

次に、国庫支出金が激増しており、2014年度、
15年度に激減している。これは土地利用関連事業
の財源である復興交付金とともに、災害復旧事業
等にかかる国庫補助・負担金の増減の影響が大き
いことによる。たとえば、災害等廃棄物処理事業

18.0％、12年度17.7％、13年度17.3％、14年度15.5％、
15年度14.1％で、低下の一途を辿っている。将来負
担比率は2011年度75.9％、12年度93.5％、13年度
11.4％、14・15年度該当なしで、改善している。

性質別歳出（決算）の構造は表2のとおりである。
最初に、普通建設事業費が急増し、高い水準を維
持している。その大半は補助事業費であり、ハー
ド事業が主として国庫支出金を財源にして実施さ
れている。土地利用関連事業は補助事業費に含ま
れる。次に、積立金の比重もきわめて高い。震災
対応の主要な財源である東日本大震災復興交付金

（以下、復興交付金）や東日本大震災津波復興基
金（以下、復興基金）などはいったん積み立てて

から、事業の実施に応じて取り崩しているのであ
る。2011年度～ 13年度の物件費も非常に高い比重
を占める。その多くは災害廃棄物処理事業にかか
る県等への委託料と考えて差し支えない。

復旧・復興事業に限定した支出構造は表3のと
おりである。2011・12年度の災害等廃棄物処理事
業費、11年度の被災者支援事業の規模、11年度以
降の積立金の推移は震災対応財政の最大の特徴を
示している。そして、積立金を除くと、区画整理
事業や防集事業、表ではわからないが災害公営住
宅整備事業が復旧・復興事業の柱であることが明
瞭である。

表2　陸前高田市の一般会計・性質別歳出

費補助金は2013年度に319億円（14年度80億円）に
達する。ハード事業の財源は復興交付金ばかりで
はない。

復興交付金事業に伴う自治体負担を肩代わりす
る財源が復興特別交付税であり、今回初めて導入
された。この財源は他自治体からの派遣職員の人
件費などいくつかの使途にも充当される。その分、
地方税や起債（市債の発行）などによる財源充当
は避けられる。

国庫支出金の規模より小さいものの、県支出金
も著しく増加している。復興基金市町村交付金、

表2　陸前高田市の一般会計・性質別歳出

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
人件費
扶助費
公債費
普通建設事業費
うち補助事業費

単独事業費
災害復旧事業費
物件費
補助費等
積立金
繰出金
その他

合計

は24.8億円、災害復旧事業費は0.6億円、物件費は12.7億円、補助費等は5.4億円、積立金は0.5億円、繰出金は15.2億円、

合計は116.4億円である。

（出所）陸前高田市実績報告書（各年度分）より筆者作成。

（金額：万円、構成比：％）

（注）2010年度決算で主な歳出をみると、人件費は22.2億円、扶助費は16.4億円、公債費は17.7億円、普通建設事業費

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度
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表3　陸前高田市の大震災復旧・復興事業（支出構造）

表4　陸前高田市の一般会計・歳入

決算額
事業数
（参考）

決算額
事業数
（参考）

決算額
事業数
（参考）

決算額
事業数
（参考）

決算額
事業数
（参考）

災害等廃棄物処理事業費 1,557,210 1 被災者支援対策事業 27,766 7 29,689 5 20,165 3 16,826 4

災害復旧事業 195,358 14 復旧事業 2,305,860 16 361,967 18 135,076 18 432,713 9

　　うち市庁舎等応急復旧
事業費

115,857 ―
　　うち災害等廃棄物処理事

業費
2,033,416 ― ― ― ― ― ― ―

被災者支援事業 500,853 17 復興計画にもとづく事業 690,268 55 3,769,180 57 4,528,143 38 3,354,712 67

　　うち災害弔慰金等給付
事業費

442,254 ―
　　うち被災市街地復興土地

区画整理事業費
416,548 ― 82,983 ― ― ― ― ―

施設設備改修事業 8,427 10
　　うち高田・今泉地区土地

区画整理事業費
― ― 1,461,293 ― 1,754,486 ― 1,634,975 ―

うち学校給食センター設備
更新事業費

2,837 ―
　　うち防災集団移転促進事

業費
42,489 ― 1,135,909 ― 1,383,976 ― 375,752 ―

生活再建対策事業 58,550 15 その他の事業 5,971,436 24 7,127,650 33 4,498,352 40 1,347,637 36

うち東日本大震災農業生
産対策交付金事業費

24,085 ―
　　うち災害等廃棄物処理事

業費
― ― 3,502,417 ― 810,156 ― 84,053 ―

復興関連事業 1,633 2 うち都市計画総務事務費 3,196,975 ― 2 ― 6 ― 7 ―

　うち震災復興計画推進
事業費

1,258 ― うち財産管理事務費 572,775 ― 3,537,368 ― 20,247 ― 30,026 ―

東日本大震災復興交付金
積立金

470,969 5
うち東日本大震災復興関連

基金積立金
― ― ― ― 3,424,177 ― 1,032,517 ―

　うち土木総務管理費 270,281 ― 合計 8,995,329 102 11,288,486 113 9,181,736 99 5,151,887 116

東日本大震災復興基金積
立金

373,322 1 （注）1．その他の事業（2012年度以降）には基金積立が含まれる。

その他の基金積立金 50,621 7 2．事業数は費目数と言い替えた方がよい場合もある。

うち財産管理事務費 40,972 ― （出所）陸前高田市実績報告書（各年度分）より筆者作成。

人件費（県市町村総合事
務組合特別負担金、派遣
職員給与費負担金等）

131,773 5

うち消防職員給与費 103,972 ―

合計 3,348,715 77

（金額：万円）

2011 年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度

表4　陸前高田市の一般会計・歳入

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

地方税

うち住民税

固定資産税

地方交付税

うち特別交付税

復興特別交付税

国庫支出金

うち復興交付金

県支出金

財産収入

寄附金

繰入金

繰越金

諸収入

地方債

その他

合計

（注）2010年度決算で主な歳入をみると、地方税は16.9億円、地方交付税は50.8億円、国庫支出金は15.3億円、県支出金は8.0億円、

地方債は13.8億円、合計は120.9億円である。

（出所）陸前高田市歳入歳出決算書（各年度分）より筆者作成。

（金額：万円、構成比：％）

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度
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復興交付金、生活・住宅再建支援事業補助金、災
害公営住宅整備事業費負担金はその典型である。

繰入金が急増し、高止まりしているが、これは
復興交付金基金や復興基金等の基金の取り崩しに
よる。

次に、市税である。それは住宅等の再建が進む
につれて、増大しているものの、2010年度の水準
にわずかに届いていない。最大の税源である固定
資産税は震災による減免・課税免除の対象（被災
土地・家屋、償却資産）となっており、その件 

数と規模は2012年度18,904件、21,011万円、13年度
18,815件、22,743万円、14年度15,646件、26,180万円、
15年度14,495件、27,877万円で、15年度時点でも1.4
万件超、2.7億円超に達する。

最後に、復旧・復興事業にかかる財源に限定し
て、その構造をみると表5のとおりである。国庫
支出金が主たる財源となっており、積立金（原資
の多くが国庫財源である）の取り崩しに伴う繰入
金の増加を考慮しなくても、国の財政措置の重要
性が顕著にみられる。

表5　陸前高田市の大震災復旧・復興事業（財源構造）

（3）大槌町
1）一般会計・目的別歳出
目的別歳出の構造は表6のとおりである。歳出

総額は2012年度まで急増し、同年度に857億円で
ピークとなり、13年度、14年度に急減し、15年度
に559億円で再び大きく増大している。これは陸
前高田市とは異なる傾向である。これに対して復
興費にみられるように、区画整理事業や防集事業
を中心にハード事業は年度を追って増大してお
り、この点は両市町に共通している。

総務費は2011年度、12年度に急増しているが、
これは積立金とくに復興交付金基金、復興基金市
町村交付金、ふるさとづくり基金（1989年創設）
の積立ての増大による。ふるさとづくり基金は寄
附金等を原資とするが、大震災以降、被災者新築
住宅支援事業補助金、被災者引越補助金、住宅移
転等水道工事補助金など町独自のさまざまな事業
に充当されている。

民生費の2011年度の急増は災害救助費とくに災
害弔慰金31.7億円の影響が大きい。衛生費は2013
年度まで著しく増大しているが、これは他市町村
と同様に災害等廃棄物処理事業による。

土木費は2013年度まで急増するが、ここに分類
されていた区画整理事業や防集事業などは13年度
以降、復興費に移される。2012年度の都市計画費

（項）をみると、防集事業費は10億円程度、区画
整理事業費は8億円程度と大きな規模でなく、事
業も計画案作成や用地買収が進みつつある初期段
階であった。

復興費では2013年度に防集事業費が70億円超に
達するが、そのうち公有財産購入費は65億円（1,744
筆、372,817㎡）、補償費は3.7億円（57件）を占める。
担当者いわく、「早期住宅再建できるよう移転先
の用地買収を行えた。また、移転元についても、
復興事業で早期に必要な用地買収を行えた」（実
績報告書）ということである。なお、復興費には

表5　陸前高田市の大震災復旧・復興事業（財源構造）

決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比

国庫支出金

県支出金

地方債

一般財源（震災特別
交付税を含む）

繰入金

その他の財源

合計

（出所）陸前高田市実績報告書（各年度分）より筆者作成。

（金額：万円、構成比：％）

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度
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復興交付金基金積立金（たとえば2015年度242億
円）、派遣職員人件費負担金（たとえば13年度6億
円）、復興支援員配置事業委託料が含まれており、
注意を要する。

農林水産業費も2013年度まで増大し、その後急
減している。2013年度に水産業共同利用施設復興
整備事業補助金（水産加工流通施設の整備に要す
る経費補助）は15億円、共同利用漁船等復旧支援
対策事業補助金は10億円（12年度8億円）に及ぶ。
なお、農林水産業費でも2013年度途中から復興費
に移管された事業が多いことには注意を要する。

最後に、災害復旧費が2015年度に急増している
要因に言及しておきたい。これは（仮称）おおつ
ち学園小中一貫教育校の用地取得等業務委託料や
同校の建設工事による。

2）性質別歳出
性質別歳出の構造は表7のとおりである。最初

に、普通建設事業費は2013年度まで急増し、14年
度に減少したものの、15年度に188億円で最大と
なっている。その大半が補助事業費であるという
構造は他市町村と同じである。

災害復旧事業費は上下変動が非常に激しい。そ

れは目的別歳出のそれとは大きく異なり、また陸
前高田市との違いも顕著である。この理由として
目的別歳出の復興費の対象にかなりの独自性がみ
られることがあげられる。また、災害廃棄物処理
事業費は2013年度に111億円に及ぶが、物件費等
の規模から言えば、災害復旧事業費に分類されて
いると考えられる。

積立金の推移も陸前高田市とは大きく異なり、
個別性が強くあらわれている。それが2012年度に
最大となるのは共通しているものの、歳出総額に
占める割合は73.5％に達する。その反動もあって
か、積立金は2013年度に急減し、その後再び増大
し、15年度に46.4％を占める。復興交付金基金積
立金が2015年度に242億円に及ぶことから、これ
により15年度の急増の要因は明瞭であるが、依然
として大規模な対象事業が残っていることが示唆
される。

3）歳入
歳入の構造は表8のとおりである。大槌町でも

震災対応の特徴が顕著にみられ、国庫支出金はそ
の最たる財源である。それは2012年度には75.4％
を占める。復興交付金は2012年度の570億円が最

表6　大槌町の一般会計・目的別歳出表6　大槌町の一般会計・目的別歳出

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
総務費
民生費
衛生費
労働費
農林水産業費
うち水産業費

商工費
土木費
うち都市計画費
教育費
災害復旧費
公債費
復興費 ― ― ― ―
その他

合計
（注）2010年度決算で主な歳出をみると、総務費は8.4億円、民生費は16.7億円、衛生費は4.0億円、農林水産業費は2.7億円、

土木費は5.7億円、災害復旧費はゼロ、公債費は5.2億円、合計は57.9億円である。

（出所）大槌町歳入歳出決算書（各年度分）より筆者作成。

（金額：万円、構成比：％）

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度
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高で、13年度に急減し、その後増大し、15年度に
240億円、16年度に107億円となっている（16年度
までの累計額1,070億円）。復興交付金の大半は基
幹事業分で、2012年度509億円、16年度106億円で
ある。一括配分枠が復興交付金全体に占める比重
は1割強にしかすぎない。ここで注意を要するの
は、県交付分も把握することによって、配分の全
体像がみえることになる。県交付分も2012年度（47
億円）が最高で、16年度までの累計額は128億円

に及ぶ。
繰入金の推移も特徴的である。それは積立金の

取り崩しと連動する形で2013年度まで著増し、以
降、高止まりしている。また、2014年度に歳入の
30.8％を占め、最高の比重を記録している。

最後に、町税の状況である。それは2011年度に
急減し、その後増加の一途を辿っているものの、
10年度の水準に戻っていない。町税の収納率（現
年度分）をみると、税目によっては陸前高田市に

表7　大槌町の一般会計・性質別歳出

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
人件費
扶助費
公債費
普通建設事業費
うち補助事業費

単独事業費
災害復旧事業費
物件費
補助費等
積立金
繰出金
その他

合計

億円、災害復旧事業費はゼロ、物件費は6.9億円、補助費等は7.0億円、積立金は2.0億円、繰出金は8.6億円、合計

は57.9億円である。

（出所）大槌町主要な施策の成果に関する説明書（各年度分）より筆者作成。

（注）2010年度決算で主な歳出をみると、人件費は9.7億円、扶助費は8.7億円、公債費は5.2億円、普通建設事業費は

（金額：万円、構成比：％）

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度

表8　大槌町の一般会計・歳入

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
地方税

うち住民税
固定資産税

地方交付税
うち特別交付税
復興特別交付税

国庫支出金
うち復興交付金

県支出金
財産収入
寄附金
繰入金
繰越金
諸収入
地方債
その他

合計
（注）2010年度決算で主な歳入をみると、地方税は10.6億円、地方交付税は27.3億円、国庫支出金は8.0億円、県支出金は4.1億円、
地方債は7.3億円、合計は67.1億円である。
（出所）大槌町歳入歳出決算書（各年度分）、総務省ホームページ「市町村別決算状況調」より筆者作成。

（金額：万円、構成比：％）
2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度

表8　大槌町の一般会計・歳入

表7　大槌町の一般会計・性質別歳出
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比して2％近く低い。個人町民税は2011年度93.5％
（10年度85.5％）、12年度95.7％、13年度92.9％、14
年度97.4％、15年度97.9％（陸前高田市99.5％）で
増減を繰り返している。固定資産税は2011年度の
94.3％（10年度91.5％）から15年度の98.9％（陸前
高田市99.6％）まで一貫して増大している。軽自
動車税も2011年度の95.1％（10年度97.6％）から15
年度の98.4％（陸前高田市99.7％）まで上昇してい
る。

（4）宮古市
1）一般会計・目的別歳出
目的別歳出の構造は表9のとおりである。歳出

総額は2012年度に最大となり、13年度以降減少し
続けており、他の2市町と異なる。歳出総額に占
める震災対応分は2011年度240億円（47.3％）、12
年度695億円（70.9％）、13年度552億円（66.7％）、
14年度430億円（61.1％）、15年度349億円（54.6％）
である。これに対して通常対応の規模は5 ヶ年度
でほとんど変化していないので、震災対応分で総
額が変動していることになる。

次に、総務費の比重の大きさが際立っているこ

とがあげられる。これは2012年度から震災復興費
（項）が設定され、そのうち復興総務費（目）に
復興交付金基金積立金、復興基金積立金、市独自
の被災者すまいの再建促進事業（住宅の建設・購
入に対する最大200万円の補助金）が、被災市街
地復興事業費（目）に区画整理事業や拠点整備事
業が、防災集団移転促進事業費（目）に防集事業
が含まれることによる。2013年度には防災集団移
転促進事業費（目）が68億円に及び、防集事業が
区画整理事業に先行して進んでいるが、そのうち
田老地区分は29億円（用地取得21億円・466件）
である。なお、総務費は2012年度に最大となるが、
12年度では復興交付金基金積立金が319億円、復
興基金積立金が67億円に及ぶ。

民生費は2011年度に急増している。これは災害
弔慰金等給付事業14億円、被災住宅の応急修理6.7
億円（1,003件）、災害援護資金貸付金1.3億円など
によって説明することができる。

農林水産業費は2013年度に急増し最大となり、
14年度に大きく減少、15年度に大きく増大してい
る。これは水産業費の影響が大きい。その2013年
度の急増は漁協、水産加工会社に対する高率補助

表9　宮古市の一般会計・目的別歳出表9　宮古市の一般会計・目的別歳出

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

総務費

　うち震災復興費 ― ―

民生費

衛生費

労働費

農林水産業費

うち水産業費

商工費

土木費

うち都市計画費

教育費

災害復旧費

公債費

その他

合計

（注）2010年度決算で主な歳出をみると、総務費は37.1億円、民生費は83.1億円、衛生費は17.4億円、農林水産業費は11.2億円、

土木費は27.2億円、災害復旧費は0.1億円、公債費は40.9億円、合計は295.1億円である。

（出所）宮古市歳入歳出決算書（各年度分）より筆者作成。

（金額：万円、構成比：％）

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度
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や、漁集事業による。漁集事業は多くの地区で本
格化しており、2013年度の事業内訳は測量調査設
計業務委託、復興団地造成工事、不動産鑑定評価、
立木等補償、用地取得費、地区コミュニティセン
ター造成工事、文化財調査作業員賃金、文化財調
査消耗品費、出土石器等計測・画像作成、仮設ト
イレ汲取り料、埋蔵文化財調査用重機・作業員用
仮設トイレ借上げ料などである。なお、農業費（項）
には毎年度1.6億円～ 1.8億円の国土調査費（震災
対応分を含む）が含まれる。

土木費は2013年度に著増し、14年度以降も増え
続けている。これは主に災害公営住宅整備費であ
り、表の都市計画費で説明できない。なお、道路
維持費（多様な事業で、数百万円の規模が非常に
多い）や道路新設改良費（非常に多くの道路が対
象になり、数百万円から1千万円台、2千万円台ま
での規模である）も高水準となっている（大半は
通常対応分）。

災害復旧費は2012年度に急増し、13年度も同水
準となり、14年度に急減するものの、15年度に大
幅増となっている。この費目には他の2市町と異
なり、漁協等に対する水産施設（共同利用漁船や

フォークリフト等を含む）の復旧補助が含まれて
おり、2012年度には90億円超の規模である。2013
年度には漁港災害復旧が32億円（14年度32億円、
15年度59億円）に達し、非常に多くの漁港が対象
となり、具体的には漁業用施設、漁港海岸防潮堤、
防波堤、護岸、臨港道路、物揚場、船揚場などで
ある。なお、都市公園、診療所、保育所、浄土ヶ
浜レストハウス、シートピアなあど（広域総合交
流促進施設）、海水浴場シャワー室、野球場、市
役所（本庁舎）なども災害復旧の対象になってい
る。

2）性質別歳出
性質別歳出の構造は表10のとおりである。普通

建設事業費は2013年に急増し186億円となり、14
年度も同水準で、15年度に237億円と一層増大し
最大となっている。こうした推移は他の2市町と
違い、多様であることがわかる。

災害復旧事業費は2011年度から13年度までの推
移で大槌町と類似しているが、災害廃棄物処理事
業（委託料）は含まれていないと考えられる。また、
2014・15年度は大槌町ほど大きな落ち込みとなっ

表10　宮古市の一般会計・性質別歳出表10　宮古市の一般会計・性質別歳出

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

人件費

扶助費

公債費

普通建設事業費

うち補助事業費

単独事業費

災害復旧事業費

物件費

補助費等

積立金

繰出金

その他

合計

（注）2010年度決算で主な歳出をみると、人件費は52.5億円、扶助費は44.3億円、公債費は40.9億円、普通建設事業費は

49.3億円、災害復旧事業費は0.1億円、物件費は38.5億円、補助費等は33.2億円、積立金は5.8億円、繰出金は23.1億円、

合計は295.1億円である。

（出所）宮古市の実績報告書（各年度分）より筆者作成。

（金額：万円、構成比：％）

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度
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扱っているが、これが本来の方法かと思われる。
県支出金については復興交付金を考慮しても、

その他の補助負担金が少なくない。2011年度は災
害弔慰金（11億円）、災害救助費（9億円）、災害
廃棄物処理促進事業（8億円）、緊急雇用創出事業（6
億円）、復興基金市町村交付分（34億円）など多
様である。さらに、水産業経営基盤復旧支援事業（8
億円）をはじめ水産関連補助金が他の2市町より
多くあり、億単位のものも少なくない。水産関連
補助の規模はその後も高水準が続く。ただし、漁
港については災害復旧費国庫負担であることが多
く、年度を追って増大している（2015年度47億円）。

最後に、市税である。税収規模は他の2市町と
違い、2014年度に10年度を上回り、15年度に微減
している。住民税は2014年度まで増加し続けるも
のの、15年度に微減し、また、固定資産税も微増
にとどまっている。これは被災の状況に大きな差
異があることによると考えられる。

（5）小括
本節では陸前高田市、大槌町、宮古市の財政分

析により、土地利用関連事業にかかる財政の位置

ていない。水産業が盛んな地域の甚大な被害がゆ
えに、漁協等に対する水産施設の復旧補助や漁港
災害復旧費の規模が大きいことが影響しているの
であろう。

物件費や積立金は陸前高田市と比べて内容には
それほど違いはなく、それぞれの推移もかなり類
似している。

3）歳入
歳入の構造は表11のとおりである。目立った特

徴は国庫支出金にみられ、その推移が他の2市町
とかなり異なり、また、復興交付金の規模が非常
に小さいことである。逆に、復興交付金の多くは
県支出金に含まれている。これは復興交付金のう
ち農林水産省分だけが直接、国から交付されてい
ることから国庫支出金（県・間接の漁集事業を除
く）に、それ以外の国土交通省等分は県の会計を
経由して交付されるので県支出金に振り分けられ
ていることによる。国庫と県の復興交付金を合算
した推移をみても、他の2市町と違い、とくに
2015年度には26億円まで縮減している。なお、宮
古市は県経由の国庫支出金を県支出金として取り

表11　宮古市の一般会計・歳入表11　宮古市の一般会計・歳入

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
地方税

うち住民税
固定資産税

地方交付税
うち特別交付税
復興特別交付税

国庫支出金
うち復興交付金

県支出金
　　うち復興交付金
財産収入
寄附金
繰入金
繰越金
諸収入
地方債
その他

合計
（注）2010年度決算で主な歳入をみると、地方税は54.2億円、地方交付税は128.7億円、国庫支出金は36.0億円、県支出金は17.9億円、

地方債は35.8億円、合計は306.4億円である。

（出所）宮古市歳入歳出決算書（各年度分）、総務省ホームページ「財政状況資料集」より筆者作成。

（金額：万円、構成比：％）

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度
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づけが明確になった。
まず2市1町の震災対応財政の詳細が明らかに

なったことがあげられる。そして、その共通、個
別の特徴が浮かび上がってきた。

そのうえで第一に、財政面におけるハード事業
費の大きさが目立つなかで、事業対象地区の多さ
を背景に、区画整理事業と防集事業はとくに巨額
にのぼる。それらの構造は次節で明らかにしたい。
そして、財源にまで踏み込めば、その柱として復
興交付金があげられるが、それだけで構成される
のかを把握しておく必要がある。

第二に、事業規模の大きさを背景に、事業は長
期にわたり、そして、事業の本格化が大震災から
かなり経過してからであること、具体的に言えば、
防集事業が相対的に区画整理事業より先行して進
んでいるものの、2013年度あたりという状況であ
る。

こうした事業の進捗から、他の復旧等事業との
調整や手続き面でのステップなどには不可避な側
面ばかりがあるのか議論の余地がある。つまり、
既存の制度等の下では事業スピードの限界がある
とすれば、何が主な要因なのかである。

3．土地利用関連事業にかかる財政
（1）区画整理事業と防集事業
岩手沿岸市町村の土地利用関連事業の実施、進

捗の状況は表12のとおりである。実施状況につい
ては区画整理事業と防集事業の実施規模が突出し
て大きいことが明瞭である。そして、区画整理事
業の計画区画数は防集事業の2倍超となっている。
たとえば、大槌町の区画整理事業は2012年度末時
点で町方をはじめ4地区の52.4haが対象で、事業費
は199億円が想定されている。進捗状況は各市町
村で大きく異なり、防集事業、区画整理事業、拠
点整備事業は可能な限りの人材が投入され、最新
の技術が導入されているとは言え、2016年度末時
点でほとんどの市町村で終了していない。たとえ
ば、陸前高田市の防集事業の場合、2015年11月以
降、整備中は市内最大規模である高田、今泉の両
地区の高台造成のみとなり、これは25年度末終了

（清算期間の5年を含み、工事自体は20年度末の終
了）の計画である1）。こうした状況も考慮して本
節では区画整理事業と防集事業に焦点を当てる。

次に、1つの被災自治体に特化した財政研究お
よび土地利用関連事業の包括的研究に言及してお
きたい。川瀬（2012、2013）や横山（2014a）は
石巻市を対象に被害状況等を丁寧に整理したうえ
で財政を総合的に分析しており、大震災直前・直
後の状況の把握にとって有益である。しかし、や
むを得ないとは言え、2013年度以降に本格化する
土地利用関連事業は分析されていない。横山

（2014b）は東日本大震災ではないが、1993年の北
海道南西沖地震で最も被害が大きかった奥尻町の
震災対応財政を詳細に分析している。奥尻町の社
会経済構造は岩手・宮城の被災町村と類似してい
るので、摂取すべき研究成果である。しかし、奥
尻町でも土地の利用が大きく変わったにも関わら
ず、土地利用関連事業の財政分析はほとんど行わ
れていない。

これに対して、島田（2013）は復興の最大の課
題を土地利用としたうえで、大槌町の復旧・復興
におけるその課題について、主に国・県・町・住
民の関係からそれぞれの役割分担を踏まえて詳細
に検討している。市町村に対する国や県の関与が
平常時のままであることが強く批判され、とくに
市町村の決定権の強化と住民参加・住民間協議の
推進が課題提起されている。ここでは財政面につ
いて復興交付金の問題に言及されている程度であ
る。主体間関係や行政運営の側面から用地買収や
移転補償なども展開することができると思われる
が、そこまでは踏み込んでいない。ただし、碇川

（2013）、木下（2015）、戸羽（2011、2013）、東野（2012、
2013、2014、2016）からは断片的にしか問題を把
握できず、また課題が提起されているものの具体
でないので、この点で島田論文は貴重な研究成果
である。

次に、区画整理事業と防集事業の実施手続きを
整理しておく。区画整理事業では最初に事業の施
行区域の都市計画決定という手続きが不可欠とな
る。島田（2013）等での整理にしたがえば、市町
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村の都市計画決定に県の同意等が必要とされる場
合、①素案の作成前後、②原案の作成、③市町村
の都市計画審議会後といったプロセスにおいて、
両者の「事前協議（①）→下協議（①）→事前協
議（②）→協議（③）」という4段階の協議が必要
とされる。同時に、以上のプロセスにおいて住民
向けの手続き（公聴会、公告・縦覧等）や利害関
係組織との協議も要する。その後、県知事の同意
等、都市計画決定となる。今回、井上（2017）で
整理されているように、「津波被害により同じ場
所に市街地を再建することが困難となり、新たな
区域を含めつつ、一体的なまちづくりを進めなけ

ればならない事態に直面している」。したがって、
事業が想定する本来の目的と異なる点での調整が
必要となった。

都市計画決定を踏まえて、測量調査設計業務→
事業計画案作成→地権者交渉・用地取得→補償補
填・賠償金→埋蔵文化財発掘調査といったプロセ
スとなる。事業計画の変更も起こり得る。これら
は防集事業でもおおよそ同様であり、基本的に業
務委託を行いながら進められる。これは何も自治
体職員の力量不足を意味しない。過去には事業実
績があるが、時間的制約や人材不足などのためで
ある。他方、地権者から選出される委員からなる

表12　被災者向け住宅等用地の整備状況

計画区
画数

整備区
画数

進捗率
（％）

計画区
画数

整備区
画数

進捗率
（％）

計画区
画数

整備区
画数

進捗率
（％）

地区
数

区域面
積（ha）

整備状
況

― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ―

― ― ― ― ― ― ― ― ―

①1.2 整備済

― ― ― ②1.6 整備中

①3.8 整備中

②19.6 整備中

①16.4 整備中

②16.9 整備中

― ― ― ①18.7 整備中

― ― ― ②19.9 整備中

（注）１．上段は2016年1月末現在。下段は2017年1月末現在（防災集団移転促進事業は16年12月末現在、土地区画整理

事業は一部で17年3月末見込み数）。

２．津波復興拠点整備事業は2017年3月末現在。

（出所）岩手県ホームページ、河北新報2016年3月6日付、岩手日報2017年3月4日付などより筆者作成。

津波復興拠点整備事業

表12　被災者向け住宅等用地の整備状況

防災集団移転促進事業 土地区画整理事業 漁業集落防災機能強化事業

洋野町 ― ― ―

久慈市 ― ― ―

野田村 ― ― ―

田野畑村 ― ― ―

岩泉町 ― ― ―

宮古市

山田町 整備済

大槌町

―

釜石市

大船渡市 整備中

陸前高田市

合計
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土地区画整理審議会が創設され、後述する換地計
画、仮換地指定等について議決する。将来換地と
される土地の位置、範囲を指定する仮換地指定へ
向けて集団・個別説明会が実施され、仮換地指定
の調整業務が行われる。そして、できるところか
ら仮換地指定が行われる。この後に、建物移転補
償が行われ、道路・公園整備、宅地整地等の工事
が実施され、換地処分（従前の宅地上の権利が換
地上に移行）、土地・建物の登記となる。最後に、
清算金の徴収・交付（換地について地権者間の不
均衡是正のための金銭による清算）を持って事業
の完了となる。

防集事業は主に災害危険区域の指定にもとづく
居住者の集団移転を目的とするが、移転元の地域
と対になる移転先の住宅団地の用地買収・造成を
要する。そして、移転者が新住宅団地の土地を購
入または賃借し、住宅を建設する。これらの前提
としてネックとなったのが、地籍調査事業が行わ
れていない土地が多いことである。地籍調査とは、
国土調査法にもとづき、土地を実際に測量して境
界を確認し正確な面積を確定する作業のことであ
る。その進捗は日本では全国的に50％程度である
なか、岩手沿岸では宮古市、大槌町、山田町の
40％台、釜石市60％強で、その他は全て100％で
ある（2016年度末時点）。山手の山林エリア、墓地、
湾岸や河川周辺など登記手続きが適切に行われて
いない土地が多く、買収手続きの際に相続関係が
非常に複雑で、所有者も不明であるというケース
が少なくない。権利者が非常に多い共有地の取り
扱いも調査に際して困難を極める。こうした地籍
調査や登記等の手続きの遅れにより用地買収は年
単位で遅れることになる。

財政面では国負担は防集事業3/4、区画整理事
業1/2、拠点整備事業1/2などであるが、今回国が
自治体負担と合わせて100％負担する仕組み、つ
まり、復興交付金に加えて復興特別交付税を導入
している。また、たとえば、防集事業の根拠法は

「防災のための集団移転促進事業に係る国の財政
上の特別措置等に関する法律」であるが、その実
施にあたって今回、補助要件の緩和、補助対象の

追加、移転者負担の軽減などの措置も講じられた。

（2）陸前高田市
高田地区、今泉地区における土地利用関連事業

の大きな特徴は、区画整理事業により市街地の整
備だけでなく、移転先の高台の整備も行うことで
ある。つまり、防集事業を独立して実施せず、そ
れを区画整理事業のなかで実施する。まちづくり
の側面からみると、最大で海抜12mとなる嵩上げ

（盛り土）エリアでの商店街と高台エリアでの住
宅街の性格が強くなる。高田、今泉の両地区は
2012年2月の区画整理事業にかかる先行地区の都
市計画決定、9月の事業認可を経て、13年11月に
全体地区としての都市計画変更が行われ、14年2
月にその事業認可に至る。その後、2016年6月時
点で高田地区では5回、今泉地区では3回の事業計
画変更が認可されている。ここで言う変更とは、
高台宅地や事業区域の縮小などである。とくに高
台の宅地造成戸数は当初の1,047戸から15年1月時
点で659戸まで大幅に縮減された2）。

2016年6月時点で事業地区面積は高田地区で約
186ha、今泉地区で約112haである。この規模は全
国でみても過去最大レベルと言える。地区内の計
画人口は前者で約4,300人、後者で約1,600人で、震
災前とおおよそ同じ規模である。高台の造成地は
ともに6カ所（嵩上げ部を除く）であり、宅地の
造成・引渡し済みの高台では住宅が徐々に建築さ
れ、新たな暮らしが生まれている。高田地区の嵩
上げ部では2017年4月に開業した大型複合商業施

写真1　今泉地区（2016年10月筆者撮影）
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設のアバッセたかたが目立つ程度である。同じ頃、
今泉地区では区画さえも姿をあらわしていない。
2016年6月時点での事業施行期間は両地区で2012
年9月～ 19年3月であったが、17年2月時点の市変
更案では21年3月（清算期間を含まない）である。

高田地区の区画整理事業の資金計画は表13のと
おりである。表の金額の現計画は2017年2月時点
であるが、計画変更が予定されており、変更案も
記載している。変更案をみれば、事業費が大幅に
増加することがわかる。支出（変更案）のうち公
共施設整備費が62.0％（372億円）を占め、最大と
なっている。そのうち道路整備だけで281億円で
ある。これらは区画整理事業の特徴である。他の
支出をみると、宅地整地費の比重が21.9％に及ぶ。
なお、その他の工事費の大半を占めるのは調査設
計費（50.4億円）である。

これに対して、収入は復興交付金が83.8％を占
め、最大となっている。これは区画整理事業が復

興交付金の対象となっていることによるが、事業
費の全額がそれで手当されているわけではない。
保留地処分金とは、土地を減歩すること等によっ
て生まれる保留地を処分して計上される資金であ
る。なお、その他は全て津波復興拠点整備事業を
さす。それが導入されていることを意味するが、
その大半は復興交付金であることから、実質的に
はその比重を高めることになると考えられる。

今泉地区の区画整理事業の資金計画は表14のと
おりである。支出（変更案）のうち公共施設整備
費が87.9％、宅地整地費が5.7％を占め、高田地区
とはかなり異なる。また、公共施設整備費のうち
道路整備は647億円に及ぶ（公園・緑地整備21.5億
円）。支出総額が高田地区より大きく増加してい
るが、これは主に公共施設整備費による。支出総
額も事業地区面積では小さいものの、もともと大
きく、割高となっている。この理由は工事にかか
る地形や地質、土地利用、監理系（事業・工事）・

表13　高田地区の区画整理事業の資金計画
（単位：億円）

現計画→ →変更案 主な増減理由

公共施設整備費（道路・公園
等の整備費）

336.6 371.6
土工費の増。施工体制確
保等に要する経費の増。

宅地整地費（宅地の整地工
事費）

103.4 131.2
土工費の増。施工体制確
保等に要する経費の増。

その他の工事費等（事業の
ための調査費等）

56.4 51.3 実績精査による減。

補償費（立木等の補償費） 40.4 45.5 建物移転費の増。

事務費 0.1 0.1

合計 536.9 599.7

現計画→ →変更案 主な増減理由

復興交付金 454.8 502.8
公共施設整備費等の工事
費の増。

保留地処分金 3.6 3.6

市費 0.1 0.1

公共施設管理者負担金 3.8 4.6
河川拡幅による管理者負
担金の増。

その他（津波復興拠点整備
事業費）

74.6 88.6
公共施設整備費等の工事
費の増。

合計 536.9 599.7

（注）1．変更案は2017年2月現在（事業終了までの見込みを含む）。

2．復興交付金の内訳は、①基幹事業・道路事業62.9億円→79.3億円、同区画整

理事業348.6億円→373.2億円、②効果促進事業43.3億円→50.4億円である。

（出所）陸前高田市市街地整備課提供資料より筆者作成。

支出

収入
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技術系の人的体制などさまざまであると思われ
る。たとえば、公共減歩率は55.9％で、高田地区
の35.8％に比して非常に高い。

これに対して、収入は復興交付金が82.9％を占
める。他方、公共施設管理者負担金が16.8％を占
め、そのほぼ全てが道路にかかるものである。そ
して、拠点整備事業が含まれていないことから、
高田地区とはかなり異なる。市単独費（純粋な持
ち出し）が1千万円程度入っている点にも言及し
ておきたい。これはたとえば、審議会の運営費や
人件費の性格のものなど事務費であるという。復
興交付金は制度上の限度額があり、その範囲内で
国等と協議して決定されるが、過不足が生じない
ように注意しているという。なお、地権者との交
渉のための旅費は収支には入っていない。それは
年間、何百万円（土地利用関連事業全体）という
規模であるらしい。

事業担当課の職員いわく、区画整理事業におい
て最も心血を注ぐ手続きは地権者との合意形成で
ある（2017年7月のインタビュー）。とにかく誠意

をもって対応するという。このことは公共減歩率
の高さが物語っているように思われる。また、市
の資料からはわずかな面積の盛り土工事でも住民
説明会を開催するし、新たな公園や橋梁などの名
前を決めるにあたっても住民との意見交換会が開
催される。こうしたケースは枚挙に暇がない。

（3）大槌町
町方地区の土地利用関連事業の特徴は、区画整

理事業では4m程度の嵩上げを伴い、防集事業は小
規模であり、多くの被災者の移転先は近隣の寺
野・臼澤地区である。町方地区は高田地区と違い
嵩上げエリアでの商店街と高台エリアでの住宅街
が分かれるようなまちづくりではない。わずかな
がら盛り土しないエリアもある。そして、町方地
区と赤浜地区の決定的な違いは防潮堤の高さにみ
られ、前者は14.5m、後者は6.4m（震災前の高さ）
である。町方地区における区画整理事業施工区域
の面積は30haで、住宅街・商店街等の集積エリア
は縮小することになるが（公共減歩率12.3％）、計

表14　今泉地区の区画整理事業の資金計画

（単位：億円）

現計画→ →変更案 主な増減理由

公共施設整備費
（道路・公園等の整備費）

施工体制確保等に要する
経費の増。

宅地整地費
（宅地の整地工事費）

施工体制確保等に要する
経費の増。

その他の工事費等（事業の
ための調査費、事務費等）

換地設計等の調査費の
増。

補償費（立木等の補償費） 建物移転費の減。

合計

現計画→ →変更案 主な増減理由

復興交付金
公共施設整備費等の工事
費の増。

保留地処分金

市費

公共施設管理者負担金

合計

（注）1．変更案は2017年2月現在（事業終了までの見込みを含む）。

2．復興交付金の内訳は、①基幹事業・道路事業0.7億円→0.8億円、同区画整

理事業499.9億円→594.6億円、②効果促進事業14.4億円→34.9億円である。

（出所）陸前高田市市街地整備課提供資料より筆者作成。

支出

収入

表14　今泉地区の区画整理事業の資金計画
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画としては人口密度70人/ha、人口約2,100人（震
災前約60人/ha、人口1,800人）が想定されており、
攻めの姿勢がみられる（2016年1月時点）。

これに対して、赤浜地区における区画整理事業
は大槌湾に面して広がる低地部から丘陵部を結ぶ
県道に接した面積7.7ha、震災前人口約360人のエ
リアであり、丘陵部には漁業集落が形成されてい
る。この地区では丘陵部が防集事業による移転先
となっており、また、漁集事業も実施されている
が、区画整理事業施工区域では従前の人口密度約
47人/haと人口約360人が計画されている（公共減
歩率23.0％、最大14.5mの盛り土）。事業施行期間
は町方地区と同様に、2013年3月～ 18年3月（清算
期間の5年を含まない）である。なお、丘陵部は
高い所で海抜35ｍに及び、大きな高低差が特徴で
あり、海抜ゼロメートルと言われる町方地区とは
かなり異なる。

2011年12月の復興計画・基本計画、12年5月の
復興計画・実施計画（第1期）の策定、同月の土
地利用計画案の確定を経て、防集事業の国土交通
大臣同意は12年9月（赤浜地区4日、町方地区ほか
24日）、区画整理事業（4地区）の都市計画決定も
同月、区画整理事業の県認可、事業計画決定は13
年3月となった。拠点整備事業（一団地の津波防
災拠点市街地形成施設事業）の都市計画決定は
2013年7月、その事業認可は町方地区分で8月、安
渡地区分で10月となった。なお、工事発注・監理

（町方地区等）についてはCM（コンストラクショ
ン・マネジメント）方式等によりUR（独立行政

法人都市再生機構）が取り仕切り、建設業者に工
事を発注し、工事全体の監理・調整、検査を行っ
ている3）。こうしたURの役割は高田、今泉の両地
区、田老地区などでもみられる。

町方地区の区画整理事業の資金計画は表15のと
おりである。2016年1月の第5回の事業計画変更時
の数値であるが、それ以降、変更はされていない。
支出のうち90.4％が工事費である。工事費のうち
突出して大きい比重を占めるのが整地費であり、
高田・今泉地区のケースとはかなり異なる。これ
は公共施設整備の規模の違いによるが、大きな要
因として土の調達が考えられる。ただし、公共施
設整備費のうち道路整備は21.3億円で、その大半
を占めることは共通する。これに対して収入では
ほぼ全てが復興交付金であり、町単独費の比重は
小さい。住民との意見交換等の場となる地域復興
協議会（地区ごとの復興まちづくり懇談会）やワー
クショップなどは復興交付金（効果促進事業）の
対象となる一方で、工事雑費（仮設道路、維持補
修など）や事務費は町の持ち出しとなる。なお、
2016年3月に町方地区の末広町まちびらき式が開
催され、その後、災害公営住宅の完成もみられ、
住宅建設も少しずつ進んでいる。

赤浜地区の区画整理事業の資金計画は表16のと
おりである。表の金額の前計画は2017年6月時点
であるが、第6回の事業計画変更時と重なってお
り変更後も記載している。変更後をみれば、事業
費が大幅に増加しているが、これは工事費とくに
整地費による。工事費のなかでも公共施設整備費
の規模は非常に小さく、町方地区とは公共施設配
置の位置付けの違いがあらわれている。これに対

写真2　町方地区（2016年10月筆者撮影）

表15　町方地区の区画整理事業の資金計画
工事費 復興交付金
うち公共施設整備費（道
路・公園等の整備費）

町単独費

整地費 合計

その他の工事費

補償費

事務費

合計
（注）1．2016年1月現在（事業終了までの見込みを含む）。

2．復興交付金の内訳は、①基幹事業・道路事業15.8億円、②同・区画整理事業

126.1億円、②効果促進事業15.7億円である。

（出所）大槌町都市整備課提供資料より筆者作成。

支
出

（単位：億円）

収
入

表15　町方地区の区画整理事業の資金計画
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して収入をみると、町方地区のケースと同様に復
興交付金がほぼ全てを占める。町単独費について
は工事雑費や事務費などであるが、施工区域内で
補助対象とならない補償費や移転、除去建築物居
住者のための一時的収容施設（仮設住宅）の設置

も町の持ち出しとなり4）、復興特別交付税による
措置はほとんどない。

次に防集事業である。ここでは資料の制約上、
町全体を対象とする「防集事業計画書・第7回変
更」（2017年3月）から整理しておく。町方地区で

は移転促進区域内の住居戸数は825戸で、そのう
ち地区内の防集移転は231戸（前計画315戸）であ
る。赤浜地区の場合は140戸のうち72戸（同97戸）
である。住宅団地（住宅用地、関連公共施設等用
地など）の整備面積は町方団地8,709㎡（前計画
15,327㎡）、赤浜団地64,986㎡（3団地分、前計画
70,130㎡）である。

町方地区と赤浜地区の防集事業の資金計画は表
17のとおりである。2017年3月の事業計画変更に
より事業費は縮小している。これは集団移転の規
模が縮減している影響であり、とくに住宅団地用
地取得及び造成でみられる。宅地及び農地の買取
りは最大の比重を占め、買取単価（1㎡当たり）
の平均は住宅用地、農地の順に、町方地区で
29,600円、5,100円、赤浜地区で10,100円、3,400円
である。これに対して収入は大半が復興交付金で
あり、残りの一般財源は復興特別交付税で措置さ
れていると考えて差し支えない。なお、赤浜地区
では防集事業のなかで公民館、消防屯所、岩手県
交通バスターミナルなどの用地が整備される。

事業担当課の職員いわく、土地利用関連事業に

おいて最も苦労したのは、換地の手続きや地権者
との調整である（2017年7月のインタビュー）。と
くに中心市街地には間口が狭くて奥行きの深い住
居（うなぎの寝床）が一般的であり、区画の整形
に際して利害が大きくなる。また、こうした個々
の対応というよりも、まちづくりでは町方地区に
もともと自治会がなく、とくに町（当局）や外部
サポーターが丁寧に間に入って地域復興協議会等
での協議を進めることになった。技術面では町内
とくに中心市街地には湧水箇所が多いことから、
湧水を大事にしながら盛り土をするのが特徴的で
ある。ここでも住民との合意形成が非常に重要に
なるという。つまり、湧水は町（当局）だけでは
管理できず、地域住民の主体的な活動が必要にな
ることによる。また、湧水は盛り土により自噴し
なくなるが、結果的にその一部は事業対象となり、
それに関わって住民の合意を要した。

（4）宮古市
田老地区は2005年に旧宮古市と合併する前の田

老町をさすが、地区人口は住民基本台帳で震災前

表16　赤浜地区の区画整理事業の資金計画表16　赤浜地区の区画整理事業の資金計画

前計画→ →変更後 前計画→ →変更後

工事費 復興交付金
うち公共施設整備費（道
路・公園等の整備費）

町単独費

整地費 合計

その他の工事費
補償費

事務費

合計
（注）1．2017年6月現在（事業終了までの見込みを含む）。

2．復興交付金の内訳は、①基幹事業56.2億円→68.2億円、②効果促進事業4.3億円→4.6億円である。

（出所）大槌町都市整備課提供資料より筆者作成。

（単位：億円）

支出 収入
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の11年2月末現在の約4,430人に対して、16年3月末
現在で3,136人である。また、地区の面積は101㎢
である。田老地区における区画整理事業は壊滅的
な被害を受けた中心街を対象エリア（約19ha）と
し、嵩上げは最大3mで、土地利用の集約化を図る

（公共減歩率5.5％）。事業施工区域の人口は約600
人（人口密度約32人/ha）が計画されており、震
災前の約1,400人に比して半分以下である。事業施
行期間は2013年5月～ 16年3月（清算期間の5年を
含まない）である。そして、防集事業は県内最大
規模の高台団地（約26ha）として実施される。高
田地区のように、嵩上げエリアでの商店街と高台
エリアでの住宅街の性格が強くなる。まちづくり
の特徴は仮設時と違い、小規模商店街が3箇所に

分散することである。2015年11月には、約半年の
工期短縮で高台移転団地の造成がほぼ完了とな
り、これを記念して田老まちびらき記念式が開催
された。

田老地区の区画整理事業の資金計画は表18のと
おりである（2016年1月の事業計画第5回変更時）。
支出のうち26.9億円が工事費であり、そのうち公
共施設整備費が16.0億円で6割（道路整備10.2億円）
を占める。また、補償費の比重が1/4を占める特
徴的な構造となっている。これに対して、収入は
他の地区と違い、復興交付金が7割にも満たない。
そして、市単独費の比重が高い。市担当課いわく、
復興計画で掲げる「減災の考え方に基づく多重防
災型まちづくりの構築」にかかる防災対策（ハー
ド面）として地盤の嵩上げを推進しているが、そ
の一部は復興交付金事業メニューの対象外であっ
たために、市単独費として支出している（2017年
7月のインタビュー）。具体的には、支出のほとん
どが宅地の嵩上げにかかる工事費、移転補償費（電

表17　大槌町（全体）・町方地区・赤浜地区
の防集事業の資金計画

写真3　田老地区（2016年10月筆者撮影）

表18　田老地区の区画整理事業の資金計画

前計画→ →変更後

住宅団地用地取得及び造成

移転先住宅建設等助成

― ―

― ―

公共施設整備

― ―

宅地及び農地の買取り

移転費助成

― ―

― ―

合計

前計画→ →変更後

復興交付金

一般財源

合計

（注）1．2017年3月現在（事業終了までの見込みを含む）。

2．上段：大槌町（全体）、中段：町方地区、下段：赤浜地区。

収入欄は大槌町（全体）。

（出所）大槌町都市整備課提供資料より筆者作成。

表17　大槌町（全体）・町方地区・赤浜地区の防集事
業の資金計画

（単位：億円）

支出

収入

表18　田老地区の区画整理事業の資金計画

工事費 26.9 復興交付金 23.1
うち公共施設整備費（道

路・公園等の整備費）
16.0 公共施設管理者負担金 5.8

整地費 4.0 市単独費 7.0

その他の工事費（調
査設計費等）

6.9 合計 36.0

補償費 9.0

事務費 0.1

合計 36.0
（注）1．2016年1月現在（事業終了までの見込みを含む）。

2．復興交付金の内訳は、①区画整理事業18.1億円、②効果促進事業5.0億円。

（出所）宮古市都市計画課提供資料より筆者作成。

（単位：億円）

支
出

収
入
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柱等を含む）であり、その他には事務費、換地確
定に伴う清算金などである。市単独費の7割（約5
億円）は復興基金が充当されている。

次に防集事業である（2017年3月の事業計画書
第1回変更（第2回軽微な変更））。田老地区では移
転促進区域内の住居戸数は639戸で、そのうち地
区内の防集移転は230戸（前計画243戸）である。
住宅団地（住宅用地、関連公共施設等用地など）
の整備面積は三王団地として254,090㎡（前計画
254,640㎡）である。なお、そのうち住宅敷地等の
整備は貸付地81区画・戸（住宅敷地10区画と公営
住宅71戸、前計画88区画・戸）、分譲地149区画（住
宅敷地のみ、前計画155区画）を対象とし、これ
らの総面積は2,594㎡（前計画1,837㎡）、49,126㎡（同
50,223㎡）、住宅敷地平均面積は259㎡（同306㎡）、
330㎡（同324㎡）である。

田老地区の防集事業の資金計画は表19のとおり
である。2017年3月の事業計画変更により事業費
は縮小している。これは集団移転の規模が縮減し
ている影響であり、とくに住宅団地用地取得及び
造成でみられる。その住宅団地用地取得及び造成
は最大の比重を占める。これは大槌町のケースと
異なるが、用地取得・造成規模の大きさが影響し
ていると考えられる。宅地及び農地の買取りにか
かる買取単価（1㎡当たり）の平均は住宅用地、
農地の順に15,000円、11,190円である。これに対し
て収入は大半が復興交付金である。残りは一般財
源であるが、その比重は大槌町のケースとおおよ
そ同じである。その大半は復興特別交付税で措置
されるものと思われる。

2016年10月に三王団地を訪ねると、宮古消防署
田老分署、市立診療所、民間の歯科医院、市立保
育所、県警駐在所などが整備され、また、戸建て
の住宅（災害公営住宅を含む）が立ち並び、二階
建ての災害公営集合住宅もみられた。2016年8月
にごく一部を残して区画整理事業を含む田老地区
の面的整備は完了したということであるが、嵩上
げエリアが住宅や店舗が少なく殺風景であるのに
比べて、高台はまちとして出来上がっていた。た
だし、高齢居住者が非常に多いなか、団地内には

食料品を中心に扱う小規模の商店（住居兼用でい
わゆるナマモノの取扱いなし）が1件しかない。
公共バスはあるものの、生活協同組合の宅配や移
動販売車にかなり頼らざるを得ない状況がある。
買い物をはじめ高台の暮らしのあり方が問われる
ようなひとコマが垣間見られる。

（5）課題
区画整理事業や防集事業の財政面では巨額の公

金が長期にわたって出入りするなかで、公共施設
整備あるいは道路事業の規模が目立っている。こ
れに対して、収入では復興交付金の比重が非常に
高い。こうした特徴があるなかで、多様な側面も
浮かび上がってくる。その典型として市町単独費
があげられる。区画整理事業では地区中心部の全
体をつくり直すことから、いわゆる立ち退き等の
規模の違いが影響するなかで、事業の実施上、従
前地を離れてもらわなければいけないが、仮換地
もできないケースにおいてとくに営業・移転補償
が補助対象外となり、市町単独費が生じる（土地
区画整理法第101条）。

また、宮古市田老地区のように、復興交付金の
交付対象（限度額の算定根拠）として「公共施設
整備費」しか計上されておらず、嵩上げを伴う国
道の再整備によりその山側の浸水が見込まれない

表19　田老地区の防集事業の資金計画表19　田老地区の防集事業の資金計画

前計画→ →変更後
住宅団地用地取得及び造成 45.0 39.2
移転先住宅建設等助成 11.5 8.8
公共施設整備 27.9 27.6
宅地及び農地の買取り 23.0 23.4

移転費助成 5.1 4.7

合計 112.5 103.7

前計画→ →変更後
復興交付金 93.4 85.8

一般財源 19.1 17.9

合計 112.5 103.7
（注）2017年3月現在（事業終了までの見込みを含む）。

（出所）宮古市都市計画課提供資料より筆者作成。

（単位：億円）
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ことなどから、道路等にあたる「面」の嵩上げは
対象になっても、宅地にあたる「面」で対象になっ
ていない（計画人口密度が40人/ha未満であるこ
とは影響していない）。国道の山側は窪地になる
ことから、市は独自にアクセスの改善および雨水
排水に伴う土地活用上のデメリット解消の点から
新国道の高さまで嵩上げを行うことにしたのであ
る（筆者の実地調査では嵩上げ不足に見えたが）。

なお、ある自治体からは今回の復興にあたって、
復興庁は役所・役場に足を運んで、相談にのって
くれるようになっている一方で、区画整理事業の
ような大事業となると、国交省の取扱いの性格が
強くなり、平時のような関係の下で霞ヶ関の本省
に行くことも多い。この際の出張費は市町からの
持ち出しであるという。

区画整理、防集の両事業では複数回におよぶ事
業変更がみられるが、ある自治体では変更にあ
たって国庫補助が確約されるのか不安であり、財
政面での見通しをつけるのに苦労した。また、ど
うしても災害復旧にとどまることから「復旧」の
しばりあるいは解釈をめぐる国との協議に多大な
労力と時間を費やした。ある自治体からは2015・
16年度以降、効果促進事業の実施に対する国から
の締め付けが強くなっている、というコメントが
あった。いわゆる「復興・創生期間」（2016年度
～ 20年度）には被災自治体の一部負担の導入によ
り、被害が大きく、復興に時間を要する自治体ほ
ど財政負担がかさむことになりかねないので、自
治体、復興庁、国交省などの関係のあり方は強く
問われてくるであろう。

土地利用関連事業それ自体に関しては、2市1町
のいずれもが事業プロセスとくに計画作成に際し
ての住民合意形成、用地買収等に際しての地権者
との交渉に多大な労力を費やしたという。住民間
で複雑な利害関係がみられるし、地権者は多い地
区で千人規模である。これらの前提として住民等
への諸制度の説明を要し、盛り土ひとつとっても、
技術的な側面をわかりやすく丁寧に説明しなけれ
ば、なかなか安心してもらえない。大震災により
自宅が残っても、道路整備等で移転をお願いする

ことになる場合があり、真摯に対応するしかない
という。また、用地取得の困難があげられる。用
地取得を巡っては国（復興庁）の2013年3月以降
の数回にわたる「住宅再建・復興まちづくりの加
速化措置」や改正復興特区法の14年5月の施行が
あげられるが、自治体から既存制度の運用改善に
とどまらない抜本的な見直しが早々に求められて
いたにもかかわらず5）、対策は後手にまわり、か
つ踏み込み不足で地域・自治体の期待には十分に
応えられていない。赤浜地区の防集事業等は継続
中であるが、田老地区との決定的な違いは公共減
歩率や地形、地質あるいは工事方法などというよ
りも、用地交渉・買収や住民との協議に要した時
間であると考えられる。なお、赤浜地区では2016
年度末時点で用地取得は全て終わっていない。

4．まとめ
本稿では岩手沿岸市町村のうち陸前高田市、大

槌町、宮古市の2011年度から16年度までの財政の
全体像、次いで土地利用関連事業とくに区画整理
事業および防集事業にかかる財政の実態を定量的
に明らかにした。

各市町財政の全体像の分析から区画整理事業や
防集事業の事業費は非常に大きく、生活や生産な
どのインフラ整備の点で震災対応財政において重
要な位置を占める。両事業の構造分析は実施プロ
セスにおける歳出および歳入を問うことになった
が、地域の実状にあわせて事業規模を変更すると
ともに財政対応も変えている。そして、復興交付
金の比重の高さにみるように、国の財政措置が非
常に重要な意義を持ち、そこでは弾力的な対応も
みられる一方で、市町単独費が億単位で生じてい
るケースがあり、国の全額負担となっていない。

同時に、分析それ自体は被害状況の調査から応
急対策・初期復旧への対応、震災復興計画や土地
利用計画の策定、防集事業の大臣同意や区画整理
事業の県認可など多くの手続きの存在を確認する
結果となったが、今回の大震災で言えば、たとえ
ば、土地利用に関して土地利用再編のための特例
を受けるために復興整備計画を作成することがあ
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げられる。また、復興交付金の交付にあたっては
復興交付金事業計画の作成および復興庁、事業所
管省との協議がある。　

こうして個別事業単位を含めて手続きのあり方
が問われることになるが、とくに時間的側面に重
大な課題を見出すことができるのではないか。時
間的側面というのは、非常に多くの時間を費やし
ていることから大幅に短縮すべき手続き等がある
ことをさすが、土地利用関連事業費の増大に対す
る国庫負担等の特例措置は事業実施スピードの点
で一定のインパクトがあったと考えられる。他方、
重大な課題として用地取得があげられる。とくに
土地収用法や都市計画法などに関わる公共用地取
得システムや補助金等に対する国の関与の抜本的
な見直しは急務であろう。

さらに、まちづくりの側面からみれば、既存の
区画整理事業や防集事業などはもともと市街地が
消失したり、人口が大きく減少したりすることを
想定していない。拠点整備事業も緊急対応可能な
ものとは言い難い。土地利用の制約や嵩上げの規
模などもあいまって、各事業はパッチワーク的に
なり、トータルバランスを備える地域再生にはほ
ど遠い。コストも嵩む可能性が高くなることから、
事業評価システムの構築と活用があげられる。そ
して、中長期的には事業それ自体を見直して、経
済・社会構造の変化を考慮しながら、さまざまな
災害に対応できるように、事業の重層化、体系化
を図っていくべきであろう。

最後に、研究課題について言及しておきたい。
震災対応財政では自治体間の個別性が強い点に着
目すれば、そのあり方を巡って、国に対する批判
の文脈であっても共通性を見出すだけでなく、個
別の踏み込んだ分析も要するし、レアケースとし
て片付けられない側面がある。他方、国の取組み
に対して積極的に評価すべき点にも目を向ける必
要がある。また、県との関係が問われなければな
らない。県が単独事業を含めてどのような役割を
果たしてきたのか、あるいは国と市町村の間に
入ってどれほど調整してきたのか、どれほど各市
町の状況を把握していたのかなどを明らかにして

いきたい。
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【注】
１） 神戸市において阪神・淡路大震災（1995年）の区画整

理が全て終了したのは2011年3月であった。
２） 毎日新聞2016年3月14日夕刊によれば、「高台の造成地

を無駄にしたくない市は14年夏、高台への移転希望者
に『土地の引き渡しから2年以内に住宅メーカーと建築
契約を結ぶ』との条件を付けた。換地対象者900世帯の
うち『高台希望』は603世帯いたが、この条件を見て
360世帯に減少。一方、かさ上げ地では約540世帯が換
地するが、半数近い243世帯は『当面は家を建てる見込
みがない』（市幹部）。既に災害公営住宅に入居したり、
市内外の新たな土地で自宅を再建したりした住民も多
いからだ」ということである。2011年度の市復興対策
局長は「かさ上げ地の規模は過大で、そうなった一番
の要因は、高台造成の影響だ」と打ち明けている。そ
の際に生じる大量の残土の処理が嵩上げ部の規模に影
響を与えたのである。嵩上げ部で広大な空き地が生じ
ることを懸念して、出店を躊躇する事業者が少なくな
いことも容易に想像がつく。河北新報2016年12月30日
付では陸前高田市の高田、今泉の両地区に加えて、大
槌町町方地区の嵩上げ部でも実際の人口は想定の半分
強になりうる、という町の調査結果を伝えている。なお、
区画整理事業では土地の配置を決める仮換地指定が進
むほど、事業区域の縮小は難しくなる。

３） CM（コンストラクション・マネジメント）方式は、設
計、施工、マネジメントに関して、事業の早い段階か
ら民間技術力を導入して、官民連携して事業推進を図
る建設生産・監理システムの1つである。

４） 一時的収容施設（仮設住宅）とは、土地区画整理法第2
条第2項に規定する事業のうち「事業の施行のため必要
な工作物その他の物件の内容」に該当し、同法第79条
に規定する移転、除去建築物居住者のためのものをさ
す。なお、同法第2条第2項とは「前項の事業の施行の
ため若しくはその事業の施行に係る土地の利用の促進
のため必要な工作物その他の物件の設置、管理及び処
分に関する事業又は埋立若しくは干拓に関する事業が
前項の事業にあわせて行われる場合においては、これ
らの事業は、土地区画整理事業に含まれるものとする」
である。

５） 岩手県は所有者不明土地等の管理・処分権限の市町村
への移譲や自治体による事業用地の円滑かつ迅速な取
得を可能とする制度の創設などを、岩手弁護士会等と
連携しながらたびたび要望してきた。
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